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#15-07 

【２月１４日～２月２０日】 

〔ウクライナの報道をもとに作成〕 

平成２７年２月２６日 

在ウクライナ大使館 

 

１．内外政 

▼大統領の動き 

・１４日、ポロシェンコ大統領は、オバマ米国大統領と電話会

談を実施し、Ｇ７声明等に謝意を表明するとともに、デバリツ

ェヴェ周辺の状況悪化をはじめとするドンバス情勢につき議

論。 

・１５日、ポロシェンコ大統領は、独・仏・露の首脳と４者電話会

談を実施。４者は、デバリツェヴェを含め、コンタクトライン上

全体において停戦が実現されるべき、停戦体制モニタリン

グ・評価のためのデバリツェヴェでのＯＳＣＥ特別監視団（Ｓ

ＭＭ）監視員の活動条件を整える必要がある旨発言。 

・１７日、ポロシェンコ大統領は、独・露首脳と３者電話会談を

実施し、とりわけデバリツェヴェ周辺地域において、完全かつ

無条件の停戦のためにあらゆる方策を執り、ＯＳＣＥ監視団の

監視及び検証の下で重火器撤収を開始するよう呼びかけ。 

・１７日、ポロシェンコ大統領は、ケリー米国務長官と電話会談

を実施。両者は、デバリツェヴェ周辺地域において、停戦体

制が武装集団によって違反されていることに関し、懸念を表

明し、監視及び検証を行うＯＳＣＥ特別監視団（ＳＭＭ）のアク

セスが不十分であれば今後の重火器撤退及び情勢沈静化を

促進しない点に同意、また、ウクライナ・ロシア間国境の管理

の回復を含む、合意の全ての項目の履行が不可欠である点

に同意。 

・１９日、ポロシェンコ大統領は、独・仏・露首脳との４者電話会

談を実施し、デバリツェヴェ市で起きたことがミンスク合意に

則っているかのような素振りをしてはならない旨呼びかけ。ま

た、４者は、監視と検証を行うためにＯＳＣＥ特別監視団に、

砲撃が続くドネツク空港敷地、ホルリウカ、ペルヴォマイスク

及びシローキネ等へのアクセスが与えられねばならない点

に合意。 

・２０日、ポロシェンコ大統領は、メルケル独首相と電話会談を

実施。両者は、１９日朝にノルマンディー・フォーマットで合意

に至った、デバリツェヴェ撤退の際に拘束されたウクライナ兵

の解放が履行されねばならない旨強調。また、サウチェンコ

（最高会議議員）を含め、全ての捕虜がミンスク合意履行の枠

組みで解放されねばならない点で一致。 

▼その他政権の動き 

・１９日、ナリヴァイチェンコ国家保安庁（ＳＢＵ）長官は、２０１４

年２月のマイダンの衝突時、抗議者及び治安部隊の双方を

狙撃した外国人狙撃者グループに関する捜査結果として、狙

撃手を管理していた人物の中にスルコフ露大統領補佐官も

含まれていた旨公表し、当時のＳＢＵ特殊部隊の証言、２０１３

年１２月から２０１４年２月の出入国、滞在情報、旅券の写し等

の文書上の証拠等もある旨発言。 

▼その他 

・１６日、ＥＵ官報に新たな対露制裁パッケージが掲載され発

効。ブラックリストには、１９の個人及び９の法人が追加。同日、

リセンコ国家安全保障・国防会議（ＲＮＢＯ）報道官は、同制裁

に関し、露治安機関高官が加えられた理由が「ウクライナに

おけるロシア軍の展開」であるとし、ＥＵが公式にロシア軍の

ウクライナへの侵攻を認めたことになる旨指摘。 

 

２．経済 

・１４日、閣僚会議は、２０１５年の国家予算の修正を承認。

歳入見通しを４，７５２億フリヴニャから４，９８０億フリヴニャ

に引き上げる意向。 

・１６日、ヤレスコ財務相は、３月上旬、IMFとの協力合意に

署名後、ソブリン債保有者との債務再編交渉を行う予定で

ある旨発言。 

・１６日、フィッチ・レーティングスは、ウクライナの長期外貨

及び自国通貨建て発行体デフォルト格付け（ＩＤＲ）をＣＣ

ＣからＣＣへ格下げ。IMFの支援プログラムはウクライナの

財政上のニーズに応えるには不十分で、民間債務の再編

の可能性が高まっていると指摘。 

・１７日、国家統計局は、２０１４年のウクライナへの海外直

接投資額を２４．５億ドルと発表。 

・１９日、中央銀行のデータによると、２０１４年のウクライナ

のGDP減少率は６．７％であり、ナフトガス社分を含めた財

政赤字はGDPの１０％を超過。 

▼経済改革 

・１８日、ホンタレヴァ中央銀行総裁は、IMFとの協力プログ

ラムに従い、ガスについては２８０％、暖房については６

６％、公共料金が値上げされる旨発言。これを踏まえ、２０

１５年のインフレ率は２５－２６％に達すると予想。 

▼日・ウクライナ関係 

・１９日のウクルアフトプロム（自動車生産協会）の発表によ

ると、２０１４年のウクライナの自動車（新車及び中古車）輸

入額は前年比６０％減。輸入先の内訳は、日本（３．０１億ド

ル、１万１，７５１台）、 ドイツ（１．８８億ドル、６，１６５台）、

韓国（１，８２０万ドル、５，５０７台）の順。 

▼石炭 

・２０日、デムチシン・エネルギー・石炭産業相は、３５の国

有炭鉱のうち、今年中に５つを閉鎖、７つを停止する旨発

言。また、鉱山労働者全５万２，０００人のうち約２０％にあ

たる約１万人の人員を削減する必要があると指摘。 
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３．防衛 

▼停戦体制開始後の情勢 

・１５日、ポロシェンコ大統領は、ウクライナ軍、国家警護隊、

国境警備隊、内務省、国家保安庁の各部隊がドネツク及

びルハンスク両州のコンタクトライン全体での攻撃を停止

する旨の最高司令官としての大統領命令を履行し始める

旨の声明を発表。 

・１５日、リセンコ反テロ作戦報道官は、ドネツク州デバリツ

ェヴェ市及びシローキネ村（マリウポリ市から東方）方面に

武装集団の攻撃が依然集中と発表。同日、クリムキン外相

は、同日停戦監視のためデバリツェヴェ市方面に向かっ

たＯＳＣＥ特別監視団が武装集団により通行を拒否され、

同市に辿り着けなかった旨発言。 

・１５日、ザハルチェンコ「ＤＰＲ首長」は、ウクライナがミン

スク合意を遵守しなかった場合、包囲しているデバリツェ

ヴェのウクライナ兵を殲滅し、マリウポリ市を奪還し、全勢

力を投入しハルキウ市を奪う旨発言。 

・１６日、リセンコ反テロ作戦報道官は、複数の地点の戦闘

集中度は低下したが、過去２４時間にデバリツェヴェ方面

において武装集団はウクライナ部隊防衛地点を８８回攻撃

した旨発表。同日、反テロ作戦広報室は、停戦開始後の２

４時間において、武装集団は反テロ作戦部隊を１１２回攻

撃、内８８回はデバリツェヴェ市及び同市近郊自治体への

攻撃が確認された旨発表。 

▼デバリツェヴェ周辺の状況 

・１７日、リセンコ反テロ作戦報道官は、武装集団は、デバ

リツェヴェ周辺及びその他重要地点を大規模に砲撃と発

表。同日、チャーリー大統領府副長官は、合意は履行され

ず平和への期待は実質的に崩壊しつつあるとし、ミンスク

計画履行の保障のために可能なあらゆる方策を採るよう

呼びかける旨の声明を発表。 

・１８日、ポロシェンコ大統領は、同日午前、ウクライナ軍は

国家警護隊と共に部隊の一部をデバリツェヴェから撤退さ

せるための計画的かつ組織的な作戦を完了、現時点で部

隊の８０％が撤退済との声明を発表。 

・１９日、参謀本部広報室は、デバリツェヴェ戦で敵の捕虜

になった兵は９０名、消息不明の者は８２名、撤退中に受

けた砲撃による死者は１３名、負傷者は１５７名と発表。 

▼国連平和維持部隊の派遣要請 

・１８日、ＲＮＢＯは、「ウクライナ領において平和及び安全

を支援する作戦展開」を呼びかける決定を採択、国連に

対し国連安全保障理事会のマンデートに則り活動する平

和維持部隊をウクライナへ派遣するよう要請することを決

定。 

▼第１４・１５回露「人道支援車列」 

・１６日、リセンコ反テロ作戦報道官は、露国境検問地点

「ドネツク」及び「マトヴェエフ・クルガン」を通じ、第１４回

露「人道支援車列」を称する１７６台のトラックが越境、ロ

シアがウクライナに送った口上書には１５０台のトラックの

みが記述されており、物資の越境は国際法及び国内法

に違反して行われ、ウクライナの国境管理・税関グルー

プは、越境の目視しか行っていない旨発表。 

・２０日、リセンコ反テロ作戦報道官は、第１５回露「人道支

援車列」がウクライナ領に侵入、ウクライナ側国境警備隊

は作業に参加しておらず中身に関する情報はないが、武

装集団に対する弾薬・武器等の支援と見られる旨発言。 

 

（了） 


